
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

対策本部からの情報提供 

１．農林中央金庫河野理事長がお見舞いと激励のため来県 

 ４月４日（月）、農林中央金庫河野理事長が来県し、災害対策本部にお見舞いに訪れました。 
冒頭、河野理事長から今回の大震災に伴う被害に対するお見舞いと激励の言葉をいただくととも

に、木村春雄災害対策本部長（中央会会長）から「東日本大震災による災害対策等に関する要請書」
の手交を行いました。 

要請に対し、河野理事長から、「被災地の復興に向けて、できる限りの支援を行っていきたい。
全力で取り組むので、よろしくお願いしたい」と、決意の言葉をいただきました。 
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木村会長から河野理事長に要請書が手交された 



２．平成２３年産米における水田の作付調整について 

 ４月２日、宮城県農林水産部より、今般の大震災に伴う県内水田の被害状況と、今後の作付調整
の方法について方針が示されました。 

 
（１）県下水田の被害状況について 

 調査の結果、大震災による津波等の被害に伴い、県下水田総面積の１割強にあたる約１万 haに
おいて、平成２３年産水稲の作付ができないことが明らかになりました。 

 
（２）作付調整方法について 

 被災した約１万 haの水田のうち、転作分 3,500ha を除いた約 6,500ha 分の水稲について、県内
において作付調整を行う必要性が生じております。 

そのため、県下市町村を被災地域市町（１５市町）と作付可能市町村（２０市町村）とに分類し、
被災地域の水稲作付面積（約 6,500ha）を作付可能市町村に移転させることで、県下水稲作付面積

の維持を目指すこととしました。 
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